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研究成果の概要： 

１）京都市、東京都、福岡県におけるホームレス支援団体の活動実態を調査研究した。 

２）京都市内で生活するホームレスの人々への聞き取り調査および相談会開催を通じて、ホ

ームレスの人々の健康状態及び医療上の問題を調査した。 

１）の調査により、もし複数の民間支援団体の間で協力関係がうまく築けるならば、包括的

なホームレス支援も不可能ではないことを示唆している点で重要であることがわかった。 

２）の調査では、ホームレスの人々が抱える複合的な困難の一端が、特に健康医療問題を通

して、ケアに到達できない悪循環の様相や医療対応策からの遺漏として、その実態が明らかに

なった。 
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１． 研究開始当初の背景 

日本におけるホームレス問題研究は、大都市

圏を中心に散発的に行われてきたが、ホーム

レス支援団体・行政が問題にどのように関わ

っているかという視点からの研究、およびホ

ームレスの人々の健康・医療面に焦点をあて

た研究は相対的に手薄である。このことが本

研究着手の背景にある。 

 中でも筆者が精力的にかかわってきた京

都市でのホームレス支援の芽が着実に育ち

つつある中、しかし試行錯誤もたいへん多く、

ストレスの高い仕事であった。この試行錯誤

をより先進地域での活動に学ぶことも視野

に入れて、構想されたものが本研究の申請当

初の申請者の問題意識であった。 

 

２．研究の目的 

京都市、北九州市を中心としたホームレス
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支援諸団体、NPO の活動把握と、行政との

関わり方を研究する。また、ホームレスの

人々の健康面・医療面での実態調査を通じて、

ホームレス支援に関するニーズや課題を明

らかにすることであった。とくにアクション

リサーチ的に、かつ申請者が代表として関わ

ってきた京都市でのホームレスへの「健康よ

よろず相談会」の活動を対象として、申請者

の実践を、より分析的かつ高質な、研究分野

において発信できるような目的を有してい

る。 

 

３．研究の方法 

（１）ホームレス支援諸団体を訪問し、団体

の成り立ち、構成、活動内容の把握を行う。

また、他の団体・行政組織とどのような協

力関係を築いてきたかを調査する。 

 

（２）京都市内で生活するホームレスの人々

に健康面および医療面を中心としたアン

ケート調査をおこなう。 

 

（３）ホームレスの人々に対する医療・健康

面を中心とした「健康よろず相談会」を開

き、その活動を通じて、当事者が抱える諸

困難を把握する。相談会開催を契機に、医

療関係者のネットワークを構築し、その他

の支援者との接触・情報交換を恒常化でき

るようにする。 

 

４．研究成果 

 

「研究成果の概要」で述べた１）に関しては、

以下の論文①と発表①にまとめられている。

まず京都においては、定番の炊き出しを行う

団体が多く、その他、昼回りや夜回りによる

安否確認を定期的に行ったり、行政と定期交

渉を持ったり、当事者の会を育てたりする団

体もある。各団体はそれぞれ独自の価値観の

もとで活動を展開しており、団体間の恒常的

な協力関係はまだ構築されていない。そのよ

うな中で論文①では、特に雑誌販売を手段と

し「就労自立」のみに依存する方法について、

その限界や困難を指摘した。特に、就労以前

の問題として、健康医療ケアの重要性を実態

に沿って本格的に指摘している。これに関連

して訪問調査をした「北九州支援機構」では、

健康・医療に特別な重点的配慮はされていな

いものの、当事者への全体的なアプローチが

確立されているため、バランスのとれた支援

内容となっていることが判明した。 

 同時に、その後の「北九州支援機構」と非

営利団体（「グリーンコープふくおか」）との

協働のプロセスを見ると、京都市においても、 

もし複数の民間支援団体の間で協力関係が

うまく築けるならば、包括的なホームレス支

援も不可能ではないことが示唆される。また、

京都市の民間団体では、小規模な支援団体が

各々の価値観に従って小宇宙を形成してお

り、他方で、行政も、彼ら支援団体との公ー

民協働を総体的に促進することを含めて、支

援サービスのグランドデザインを描けてい

るとは言い難い。したがって、当事者にとっ

ては支援サービスの全容は、つかみにくいも

のとなっている。 

 

 「研究成果の概要」で述べた２）に関して

は、研究成果は論文①、③と発表②、③であ

る。そもそも、「健康よろず相談会」は、当

事者の医療ニーズに基づき、大阪保険医協会

の協力のもとでサービスを実施したことに

端を発している。強調されるべきは、「相談

会」が、京都市内ではじめて医療関係者の現

場へのコミットの重要性を提起し、その後の

定着に主要な役割を果たした点である。同時

に、医療者と支援者との連携についても、意

識した行動をとっている。具体的には、相談

会は、医科チーム、歯科チーム、生活・福祉

相談担当チーム等を配し、またフードバンク

から供出された食料の提供も行うという形

態をとる。すでに 06 年の第一回目には、40

人の当事者が来場し、その後例年、53 人、40

人と、来場者数は安定している。サービスを

提供する支援者・ボランティア側も、毎年 50

人前後で推移している。その間、医療者と支

援者のネットワーク形成がすすんだため、医

療支援の内容は、より専門的に、有機的にな

った。特に、退院後の当事者が再度路上に戻



 

 

ることを予防し、該当者には、確実に居宅保

護での継続的療養を実現している。それまで

は、当事者の会からも、路上退院となるケー

スをしばしば聞かされていた。 

 さらに、07 年末より、｢健康よろず相談会」

のグループは、日常的な健康医療支援という

問題意識のもとで、キリスト教系グループに

働きかけ、医療受診へのつなぎを積極的に行

ってきた。これを機に医療者の参加数や活動

量が増え、現在このキリスト教系グループは、

地元の医療機関２箇所と連携が取れるよう

になった。「相談会」グループによる意識的

なアクションが、他団体の医療ネットワーク

の形成に決定的な役割を果たした例である。 

ただし、当事者の目から見れば、京都では

個々の支援団体の特異性にしたがって支援

サービスが提供されがちなため、それが必ず

しも包括的な内容になっているとは限らな

い。はからずも、アメリカ型 Continuum of 

Care モデルの限界性と重畳する。この点は、

「もやい」への訪問調査においても、類似性

をみとめた。それに対し、「北九州支援機構」

の訪問調査からは、当該団体が当事者に伴走

しつつ、バランスのとれたトータルなサービ

スを網羅し・提供していることが観察された。

当事者の立場から見れば、後者の方が利便性

にも富み、支援内容が一括了解できる利点も

あるため、より選好される可能性が高いと、

推察される。 

相談会や日常活動全体を通していえるこ

とは、路上生活者が抱える複合的困難が、健

康医療問題という領域で、端的に明らかにな

ったことである。路上生活者には心身の健康

上の問題を抱えている人が多いこと。ホーム

レス状態が長く続くほど、当人にとって病院

や公的機関の敷居は高くなり、医療券が取得

しやすいにもかかわらず病気になっても病

院に行かない、各種の社会サービスや生活保

護申請への足も遠のく、といったケースが増

えること。いったん病院に入院できても、行

政と病院側との齟齬や、本人の理解能力や表

現能力の問題もからみ、必ずしも居宅保護へ

つながるわけではないこと。ホームレス状態

から脱却するための歩みには、このように健

康問題一つを取り上げてみても、通常では想

像しにくい多種多様なリスクや困難が重層

的につきまとう、という現実が具体的に明ら

かとなった。 

 京都市における医療券発行制度は、それを

単独で他府県と比較したとき、行政による相

対的に「進んだ」医療対応策として、評価で

きないわけではない。しかし、他方で知的障

碍者・精神障碍者やそのグレーゾーンに位置

づく人々が一定割合存在することを勘案す

れば、この医療券制度のはざまで救済されず

に、路上死や路上退院となる人々がいること

は、予測可能な事態である。複合的な困難の

最初の一端を解くためにも、支援者や第三者

による入・退院時を通したフォローは、伴走

型ケアの必要性ばかりではなく、当事者の権

利擁護・利益擁護の観点からも、必要不可欠

である。 

 聞き取りからも、行政や市職員労働組合は、

退院時の順当な生活保護の継続の重要性に

ついては認識しているものの、実態を把握し

てはおらず、「（退院即保護停止などは）あり

えない」とのコメントであった。 

 したがって、今後は、行政関係者や支援関

係者が、以上のような実態を共通認識とする

機会を設けることが、第一の課題である。こ

の研究によって、そのための実態に即した材

料が準備された、ともいえる。 
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